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2023/4/1 経済

2023/4/1 経済

2023/4/1 医薬

2023/4/2 経済

2023/4/2 指導部

2023/4/3 社会 ＊日中、危機管理を重視…外相4時間協議　懸案巡り応酬
　　　　　　　　　　　　　　　　　　中国「台湾は核心の核心」
林芳正外相は2日、北京で中国の秦剛国務委員兼外相と会談し、2国間の対話継続を確認し
た。米中対立も絡む。下記は外相会談ﾎﾟｲﾝﾄ。
❶日本人男性の拘束＝林氏抗議、早期解放要求、秦氏、法律で対処。
❷日中韓3ヵ国の対話＝首脳、外相を含む「日中韓枠組み」再び動かす
❸日中間の対話＝防衛当局の「ﾎｯﾄﾗｲﾝ」設置。あらゆるﾚﾍﾞﾙ意思疎通
❹米国主導の対中半導体規制＝秦氏日本に「虎の手下になるな」と強調
❺尖閣・東ｼﾅ海情勢＝林氏「深刻な懸念」、台湾海峡の平和と安定の
　　重要性に言及。秦氏は台湾が「核心的利益の核心」と主張
❻露のｳｸﾗｲﾅ侵攻＝林氏「中国は平和と安全の維持に責任ある役割を」

＊中国景気、本格回復に時間…製造業景況感3ヵ月ぶり低下
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　雇用改善遅れ、消費に影
中国国家統計局が31日発表した3月の製造業購買担当者景気指数（PMI）は3ヵ月ぶりに前月
より低下。50を上回ったが、雇用改善の遅れが家計の心理に影を落とす。経済の回復加速に
は時間がかかりそうだ。調査企業の55%が「需要不足」と答え、「需要の縮小が企業心理や生
産の回復を妨げている」。外食や旅行が堅調で3ヵ月連続で改善。売れ行きが鈍いのは耐久
消費財。自動車の販売台数は年初から累計で15%減。

＊ｶｶｵ傘下で　SMｴﾝﾀ始動…ﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術で世界展開
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　KｰPOP再成長の試金石
韓国芸能事務所SMｴﾝﾀｰﾃｲﾝﾒﾝﾄの経営権を巡る争いは、ﾈｯﾄ大手ｶｶｵが主導権を握る形で
決着した。ｶｶｵはSMｴﾝﾀ株39.9%を確保し、世界で稼ぐ成長ﾓﾃﾞﾙを模索する。足元で成長の踊
り場を迎えるKｰPOP産業。SMｴﾝﾀを巡る買収劇は終幕を迎え、今後は事務所の枠を超えた
共闘が再成長の鍵を握る。

＊半導体装置輸出、対中4割…日本の貿易管理、十数社影響
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 曖昧な運用、懸念の声
日本政府による半導体製造装置の貿易管理規則が3月31日、明らかになる。成膜や洗浄工
程に使う装置の先端品などが対象となり、東京ｴﾚｸﾄﾛﾝやSCREENﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽなど十数社が
影響を受ける見通しだ。輸出量の多い非先端品向けは対象外となったものの、中国は強く反
発する。中国は日本の装置輸出先の4割を占める最大市場だ。貿易管理の範囲外のﾋﾞｼﾞﾈｽ
でも摩擦や萎縮が広がる可能性がある。
⦿貿易管理対象になった主な装置
　・成膜装置「基盤表面にｶﾞｽなどをあて機能を持たせた膜を作る」
　　　➤東京ｴﾚｸﾄﾛﾝ、KOKUSAI ELECTRIC、ｱﾙﾊﾞｯｸ
　・露光装置「回路図を基板に転写する」➤東京ｴﾚｸﾄﾛﾝ、日立ﾊｲﾃｸ
　・洗浄装置「不純物を薬液などで除去」➤SCREEN HD、東京ｴﾚｸﾄﾛﾝ

＊ｺﾛﾅ薬「ｿﾞｺｰﾊﾞ」…全国の病院で処方可能に
　　　　　　　　　　　　　塩野義、一般流通開始
塩野義製薬は31日、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの治療薬「ｿﾞｺｰﾊﾞ」の一般流通を始めたと発表。医薬品
卸などを通じて全国の医療機関や薬局に供給。ｿﾞｺｰﾊﾞはこれまで200万人分を買い上げ、事
前に登録した医療機関に無償で配布。9月までは治療にかかる費用は公費で賄われ、患者
の窓口負担はない（1回の治療に5万1850円かかる）。
・塩野義は「新型ｺﾛﾅの早期診断、早期治療実現に資する活動を進めていく」としている。

＊中国金融業　党が統制強化…監督当局を直撃、待遇管理
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　汚職対策、ﾘｽｸ抑制（給与半減）
中国の習近平指導部が金融業の統制を強めている。国務院（政府）ではなく共産党が金融行
政を直轄する方針に改め、監督当局の職員給与を引き下げるなど金融関係者の待遇を厳しく
管理する。腐敗撲滅を徹底し、金融ﾘｽｸを抑える狙いだが、外資金融が中国を敬遠する可能
性もある。
・中央規律検査委員会は2月、反腐敗闘争の対応として金融をやり玉にあげた。「金融界には
びこるｴﾘｰﾄ思想や拝金主義、西側崇拝を打破する」と宣言した。しかし、自由な金融取引を阻
害する恐れも拭えない。



2023/3/4 経済

2023/3/4 経済

2023/4/4 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ含）

2023/4/4 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ含）

2023/4/4 経済

2023/4/4 東南ｱｼﾞｱ

＊①ｺﾛﾅ後回復に暗雲…日銀短観　製造業、5期連続悪化
　　　　　　　　　　　　　　　世界経済の減速重荷（経常益予測2.6%減）
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍からの景気回復に急ﾌﾞﾚｰｷがかかっている。日銀が3日発表した3月の全国
企業短期経済観測調査（短観）は長引く原材料高や海外経済の減速懸念から大企業製造業
が5期連続で悪化した。実質賃金の低下に伴い非製造業の改善も小幅に留まった。禁輸不安
の影響をほとんど反映しておらず、先行き不透明感は強まっている。

＊②
⦿製造業で景況感が悪化している
❶機械＝2月の工作機械受注額前年同月比1割減（工作機械工業会）
❷紙・ﾊﾟﾙﾌﾟ＝石炭等の原材料費・燃料費の高騰で製造ｺｽﾄ上昇が響く
❸化学＝「23年は厳しい状況」（石油化学工業協会岩田圭一会長）
❹石油・石炭＝物価上昇の中、ｶﾞｿﾘﾝ需要が落込む（石油元売り大手）
❺自動車＝足元で生産回復。「2月はほぼ計画通り」（ﾄﾖﾀ）
❻小売＝3月の既存店売上高前年同月比16.9%増（大丸松坂屋百貨店）

＊「われわれの時代がやって来る」…目覚めた大国、ｲﾝﾄﾞの実像
ﾓﾃﾞｨ首相の挨拶・・「我々には、この部屋にいない人々の責任がある」。3月2日、ｲﾝﾄﾞのﾆｭｰﾃﾞ
ﾘｰにある大型会議場。20ヵ国・地域（G20）外相会合に映像を寄せた同国首相のﾅﾚﾝﾄﾞﾗ・ﾓﾃﾞｨ
は出席者に呼びかけた。「この部屋にいない人々」とはｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｻｳｽと呼ぶ新興・途上国のこ
とだ。
米国の作った秩序は失敗・・会議室に米国務長官ｱﾝﾄﾆｰ･ﾌﾞﾘﾝｹﾝがいるにもかかわらず、ﾓ
ﾃﾞｨは米国が作った2次大戦後の国際秩序を「失敗」と一刀両断した。米欧など先進国のﾂｹを
ｻｳｽの国々は不当に払わされている――。ﾓﾃﾞｨは最近、このような問題意識を隠さず口にす
る。

＊②
世界銀行の定義・・世界で存在感が高まる。国連によると、人口は14億人と中国を超えて世
界一。国内総生産も22年は6.7%、旧宗主国の英国を抜いて世界5位に躍り出た。一方で世界
銀行の定義に従えば今も「下位中所得国」。食糧やｴﾈﾙｷﾞｰの価格高騰、地球温暖化など途
上国が直面する問題も、当事者として理解できる立場にある。
中国の強権国家に近づく可能性に警鐘・・最大野党の、国民会議派の学生組織に属するｲｽﾗ
ﾑ系大学生ﾄﾘﾊﾟﾃｨは警察官につかまり、警察署内の留置所で過ごす。捕まった原因は学内で
上映された英BBCのﾄﾞｷｭﾒﾝﾀﾘｰだ。多数派ﾋﾝｽﾞｰ教徒と少数派ｲｽﾗﾑ教徒が衝突した02年の
事件を取り上げた番組で、ｸﾞｼﾞｬﾗｰﾄ州首相時代のﾑﾃﾞｨを批判的に報じた。千人以上死んだ
のはﾋﾝｽﾞｰ至上主義を掲げるRSS（民族義勇団）を支持母体とするﾓﾃﾞｨの対応に問題があっ
たとの筋書きだ。
・米人権団体ﾌﾘｰﾀﾞﾑﾊｳｽは、21年の政治状況に関する評価を「自由」から「部分的自由に」下
げた。

＊ﾁｬｯﾄGPT 、ｲﾀﾘｱで一時禁止…「欧州で規制拡大の可能性」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　専門家見方　ﾃﾞｰﾀ保護違反の疑い
ﾁｬｯﾄGPTのどんな点が問題になったのか。
「当局がGDPR（一般ﾃﾞｰﾀ保護規則）違反の疑いがあるとして考えて入る論点は大きく2つある
❶ﾁｬｯﾄGDPの利用によって個人ﾃﾞｰﾀを収集される利用者本人や、ﾁｬｯﾄGPTが回答を作成す
るためにネット上から個人ﾃﾞｰﾀを集められる人々に対し、ｵｰﾌﾟﾝAIが個人ﾃﾞｰﾀを取り扱う事実
について情報提供する義務を果たしていない❷ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑを訓練するために個人ﾃﾞｰﾀを大量
に収集、処理する事について、GDPRを求める『本人による明確な同意』や『正当な利益があ
る』といった法的な根拠がない――と
いう2点だ」

＊ｺﾞｰﾄｩ　統合効果に時間…業績改善、ｸﾞﾗﾌﾞやｼｰに遅れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 「ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ集中」にも懸念
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの配車大手、ｺﾞｼﾞｪｯｸとﾈｯﾄ通販大手、ﾄｺﾍﾟﾃﾞｨｱが合併して発足したｺﾞｰﾄｩ（Goto）の
統合効果に時間がかかっている。本業の稼ぎは改善傾向だが、業績改善の速度ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの
ｸﾞﾗﾌﾞやｼｰなどに遅れをとる。強みだったはずのｲﾝﾄﾞﾈｼｱ一極集中のﾘｽｸも見えてきた。
⦿ライバルとの競争は激しさを増す（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱでの市場占有率）
　・配車ｻｰﾋﾞｽ➤Goto50%、ｸﾞﾗﾌ50%　・宅配➤Goto44%、ｸﾞﾗﾌﾞ49%、ｼｰ7%
　・ﾈｯﾄ通販➤Goto39.4%、ｼｰ32.4%、その他27.9%



2023/4/5 経済

2023/4/5 経済

2023/4/5 経済

2023/4/5 東南ｱｼﾞｱ

2023/4/5 経済

＊ｴﾝﾌﾞﾗｴﾙ　中印で攻勢…25年に年100機納入体制
　　　『中国　国産機「ARJ」に挑む』『ｲﾝﾄﾞ　軍用機の受注視野に』
航空機世界3位のｴﾝﾌﾞﾗｴﾙが新型小型機で中国などｱｼﾞｱ事業を拡大する。2025年をめどに
座席数で約150以下の小型旅客機を年で100機の納入体制を整える。中国で型式証明を取得
した新型機を軸に同国やｲﾝﾄﾞで顧客を広げる。中規模の都市間移動が増え、小型機は今後
20年の世界市場でｱｼﾞｱが3割を占める見通しで中国が主軸。欧米や地場の中国商用飛機
（COMAC）がひしめく市場では一筋縄ではいかなさそうだ。
・ﾌﾞﾗｼﾞﾙに本社を構えるｴﾝﾌﾞﾗｴﾙのﾌﾗﾝｼｽｺ・ｺﾞﾒｽﾈﾄCEOが取材に応じ、中国やｲﾝﾄﾞなど向け
が中心となるｱｼﾞｱ戦略を明らかにした。

＊中国復調ｱｼﾞｱ牽引…ADB23年見通し　ｲﾝﾄﾞは6.4%成長
ｱｼﾞｱ開発銀行（ADB）が4日発表した2023年の中国の実質経済成長率の見通しは5.0%と22年
の3.0%を上回る。「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策の終了で内需が持ち直すためだ。周辺国・地域も波及効果を
期待するが、ｲﾝﾌﾚも懸念。
⦿中国経済復調が与える影響は大きい
   国・地域　  22年  23予　 24予     　　国・地域 　22年  23予　24予
・ｱｼﾞｱ新興国　4.2%   4.8%   4.8%       ・ 南ｱｼﾞｱ     6.4%   5.5%   6.1%
・　（中国除く）  5.4%   4.6%   5.1%       ・    ｲﾝﾄﾞ      6.8%   6.4%   6.7%
・東ｱｼﾞｱ　　　　 2.8%   4.6%   4.2%       ・東南ｱｼﾞｱ  5.6%   4.7%   5.0%
・   中国　　　　 3.0%   5.0%   4.5%

＊免税店　訪日増で急拡大…ｺﾛﾅ前比　ﾔﾏﾀﾞ5割、ﾏﾂｷﾖ2割
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 対中きょう水際緩和
中国からの入国者に対する水際対策が5日に緩和され、大手小売りで免税対応の店舗を増
やす動きが広がっている。家電量販店のﾔﾏﾀﾞHDは対応店を新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍前に比べて5割
拡大。ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱのﾏﾂｷﾖｺｺｶﾗ&ｶﾝﾊﾟﾆｰも2割増やした。富裕層の拡大など、訪日外国人（ｲﾝ
ﾊﾞｳﾝﾄﾞ）旅行の質的な転換を見直す動きも出ている。訪日客消費が国内経済のした支え要因
として重荷になりそうだ。
⦿訪日客消費を取り込む動きが広がる
❶ﾔﾏﾀﾞHD➤5月迄に免税対応店をｺﾛﾅ前比5割増❷ﾉｼﾞﾏ➤免税店対応を3月から一部再開
❸ﾋﾞｯｸﾞｶﾒﾗ➤ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ用社内部門再設❹大丸松坂屋百貨店➤休業していた化粧品売場再
開❺ﾏﾂｷﾖ➤免税対応店をｺﾛﾅ前比2割増拡大❻興和➤一泊300万円ﾎﾃﾙを25年春開業

＊政府、水素価格1/3に・・・30年目標　ｺｽﾄ低減なお課題
政府は脱炭素に向け、水素の導入量を200年に現状の6倍の1200万㌧にする目標を検討す
る。発電や製鉄での実用化は途上で、高いｺｽﾄが壁だ。30年に価格を3分の1に引き下げ普及
につなげる。中長期の目標の実現へ投資を集め、拡大への推進力を担保出来るかが課題。
・今は水素の供給価格は1㎥あたり100円で、既存燃料の最大12倍。
⦿水素の利用が見込まれる主な技術（「」内は潜在需要）
❶水素発電＝A（50年時点の世界市場）➤累積発電容量3億kw
　　　　　　　　　 B（国内の水素使用料）➤年500万～1000万㌧
　　『課題』30年迄の商用化を実証中、本格導入は30年代
❷住宅用燃料電池＝A➤年150万台。『課題』ｺｽﾄ圧縮、供給網の整備
❸燃料電池ﾄﾗｯｸ＝A➤累計1500万台　B➤年600万㌧
　　『課題』技術実証中。水素ｽﾃｰｼｮﾝの整備必要に
❹製鉄＝A➤排出ｾﾞﾛの鉄生産、年600万㌧。B➤年700万㌧
　 　『課題』技術を開発段階、ｺｽﾄなお高く

＊ｻｲﾊﾞｰ防衛「成熟段階」…日本企業、5%どまり『世界平均15%』
ﾈｯﾄﾜｰｸ機器最大手、米ｼｽｺｼｽﾃﾑｽﾞはｻｲﾊﾞｰ防衛が成熟段階にある日本企業が全体の5%に
留まっていると発表した。4段階で評価し、最も対策が進んでいる成熟段階の世界平均は15%
で日本は下回っている。ﾃﾞｰﾀ保護などで日本企業のｻｲﾊﾞｰ防衛の整備の遅れが浮彫りにな
る。
・22年8～9月、世界27ヵ国・地域の約6700社のｾｷｭﾘﾃｨ責任者に対し、ID、ﾃﾞﾊﾞｲｽ、ﾈｯﾄﾜｰｸ、
ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ、ﾃﾞｰﾀの5つの分野で取り入れている対策について聞いた。総合点をもとに各企
業を「成熟」「進展」「形成」「初歩」の4段階で評価した。
・今後1～2年でｻｲﾊﾞｰ攻撃などでﾋﾞｼﾞﾈｽに支障が出ると予測した企業の割合は世界で82%、
日本で72%になった。
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2023/4/6 経済

2023/4/7 経済

2023/4/7 経済

2023/4/7 経済

＊中国新車販売　日系3社減少（3月、買い控え続く）
日系自動車大手3社の3月の中国新車販売台数は3社とも前年実績を下回った。ﾄﾖﾀは2ヵ月
ぶり、ﾎﾝﾀﾞは7ヵ月連続、日産は8ヵ月連続。消費者の買い控えが続いた。ﾄﾖﾀは18.5%減の
13.6万台。ﾎﾝﾀﾞは18.8%減の8.2万台、日産は25.3%減の5.4万台。「政府の販売補助金が終了
等の影響が続いた」（ﾎﾝﾀﾞ）。「半導体不足など供給網の問題あり」（日産）。
・中国全体の新車販売台数は前年同期比1%減。下げ幅は縮小。

＊「ﾃｽﾗ超え」へBYDｷﾞｱ…EV販売、23年倍増目標
　　　　　　　　　　補助金終了や顧客対応　市場、成長性を注視
中国のEV大手、比亜迪（BYD）は生産・販売規模の拡大を加速する。2023年に最大で前年比
2倍の360万台とする新車販売目標のうち約半分をEVが占める模様で、米ﾃｽﾗを上回って世
界首位になる可能性がある。生産能力伸びは5割増ともされる「物流作戦」で一気に追い上げ
る構えだが、強気の計画には難路も待ち構える。
・BYDにはいくつかの死角がある。販売補助金は22年末に打ち切られた。販売体制の整備も
課題となる。販売や保守を担う人材教育が不足。中国の苦情投稿ｻｲﾄには、BYDを含む車各
社の販売店に対して納入時期に関する説明や試運転の予約手続きに不満があふれる。

＊中国経済　上振れ5.4%成長…消費回復がけん引
　　　　　　　　　今年、先行き息切れ懸念「現地ｴｺﾉﾐｽﾄ予測」
日経新聞社と日経QUICKﾆｭｰｽがまとめた中国ｴｺﾉﾐｽﾄ調査によると、中国の2023年のGDP
の前年比伸び率の予測平均値は5.4%だった。「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」規制の終了に伴う消費回復がけん引
し政府目標の「5%前後」を上回るとの見方が多い。欧米の金融不安の及ぼす影響による息切
れするとの懸念も強まっている。
⦿ｴｺﾉﾐｽﾄの予測平均値
　▾中国のGDP➤「1～3月（前年同期比）」3.4%、「1～3月（季節調整済
　　　前四半期比）」1.8%。「2023年」5.4%。「24年」4.9%。「25年」4.6%
　▾人民元の対㌦相場➤「2023年末」6.73元。「24年末」6.68元

＊東南ｱ新車販売11%増…2月、ﾀｲは前年割れ
東南ｱｼﾞｱ主要6ヵ国の2023年2月の新車販売台数は前年同月比11%増の27.7万台。前年同月
実績を上回るのは17ヵ月連続。供給制約になっていた半導体不足が緩和して販売増につな
がった。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱなど5ヵ国が販売増、ﾀｲは4ヵ月連続で前年割れ。
・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱは7%増の8.6万台と9ヵ月連続で前年同月を上回る、資源価格の高騰などにより景
気が上向き、消費も緩やかに回復。ﾄﾖﾀも10%増。
・ﾀｲは4%減、7.1万台で4ヵ月連続の前年割れ。観光需要が戻りつつ　あるが、工業製品の輸
出が減速している。

＊東南ｱ成長率4.4%予想…中国回復に期待（23年）
日経新聞社がｱｼﾞｱのｴｺﾉﾐｽﾄに経済見通しを聞く「ｱｼﾞｱ・ｺﾝｾﾝｻｽ」によると、東南ｱｼﾞｱ諸国連
合（ASEAN）主要5ヵ国の2023年のGDP予想平均は4.4%だった。ｾﾞﾛｺﾛﾅ政策を終えた中国の
経済が回復するとの期待感から、22年12月の前回調査の予想と比べて0.1㌽上振れした。
・ﾌｨﾘﾋﾟﾝは5.3%（＋0.3㌽）上方修正、ﾏﾚｰｼｱは4.4%、ﾀｲは3.7%とそれぞれ0.2㌽上がった。UOB
ｹｲﾋｱﾝ証券のﾓﾊﾏﾄﾞ・ｾﾃﾞｸ氏は「中国によってﾏﾚｰｼｱ経済の減速ﾘｽｸが小さくなった」。ﾀｲは
中国が出国規制を解除したことで観光客が増加し、GDPを押し上げた」（ﾒｲﾊﾞﾝｸのﾘｰ･ｼﾞｭ・ｲ
ｴ）。
・米銀ｼﾘｺﾝﾊﾞﾚｰﾊﾞﾝｸの破綻が広がった米欧の金融不安がﾘｽｸ要因だ。

＊中国石油3社、再ｴﾈ2兆円…国主導、「CO₂ｾﾞﾛ」へ転換
　 中国海洋石油➤洋上風力発電に力、ｼﾉﾍﾞｯｸ➤水素拠点を大幅増
中国国有石油3社が太陽光や風力などの再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ分野への投資拡大を鮮明にして
いる。2025年までの3年間で3社の投資額は合計で1000億元（約2兆円）以上に達する見通し
で、中国石油化工（ｼﾉﾍﾟｯｸ）は再ｴﾈ由来の水素ｽﾃｰｼｮﾝの拠点数を大幅に増やす。中国政府
は60年までに二酸化炭素（CO₂）の排出量を実質ｾﾞﾛにする目標を掲げてる。各社は石油依存
の脱却を急ぎ、新たな成長につなげる。



2023/4/7 経済  

2023/4/8 経済

2023/4/8 経済

2023/4/9 経済

2023/4/10 企業S

2023/4/10 経済 ＊中国、資源で人民元決済　拡大…ﾄﾞﾙに対抗　調達安定化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ﾌﾞﾗｼﾞﾙと貿易・投資で合意
中国が資源取引で人民元決済を拡大している。大豆の主要調達元であるﾌﾞﾗｼﾞﾙとの貿易や
投資で米ﾄﾞﾙを介さない決済を始める。ﾛｼｱとの石油取引でも人民元決済が広がり、国有石油
大手は初めてLNGを人民元建てで購入した。㌦覇権を揺さぶるほか、台湾有事に備え資源調
達を安定させたい思惑もありそうだ。
・資源国を除けば、中国の貿易収支は多くの国に対して黒字となっている。中国は国境をまた
いだ人民元の流出入を厳しく管理している。米㌦やﾕｰﾛ、円に比べた使い勝手の悪さも、人民
元の国際化の障壁となっている。

＊ｻﾑｽﾝ営業益96%減…1～3月　半導体は14年ぶり赤字
韓国ｻﾑｽﾝ電子の半導体部門が14年ぶりに営業赤字に転落した。7日発表の2023年1～3月
機の全社営業利益は前年同月比96%減の6000億㌆（約600億円）に落ち込み、半導体部門は
4兆㌆規模の赤字だった。ｻﾑｽﾝは主力の半導体ﾒﾓﾘｰの減産を表明し、需給の引き締めを促
す。

＊世界のﾃｯｸ人員削減…1～3月16.8万人　昨年の通年超え
世界のﾃｸﾉﾛｼﾞｰ企業の人員削減の勢いが増している。2023年1～3月にﾚｲｵﾌ（一時解雇）対
象となった従業員の総数は世界で16.8万人を超えた。年初からの3ヵ月間で22年通年実績で
ある16.4万人を上回った。米ｸﾞｰｸﾞﾙなどのﾃｯｸ大手は新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ下で進めた積極採用の
反動が響き、他業種にも削減の動きが広がり始めた。
・23年1～3月の人員削減総数は、人員削減が本格化したは22年10～12月の8.4万人に比べ
ても2倍の水準だ。
・ﾃｯｸ大手による人員削減は、米ﾒﾀが22年11月に1.1万人のﾚｲｵﾌを発表したことで始まった。
23年1月にｸﾞｰｸﾞﾙが1.2万人、米ﾏｲｸﾛｿﾌﾄが1万人、米ｱﾏｿﾞﾝが1.8万人の削減を開示した。
・業種別ではﾃｯｸ企業が全体の38%、金融11%、小売りも8%にのぼった。雇用を生み出している
としつつ、「大規模ﾚｲｵﾌは続きそう」と指摘。

＊住商、豪でｸﾞﾘｰﾝ水素…30年にも年20万㌧生産
　　　　　　　　　　　　　　　　　日本より低ｺｽﾄ　対日輸出も視野
住友商事は2030年にもｵｰｽﾄﾗﾘｱで、製造時に二酸化水素（CO₂）を排出しない「ｸﾞﾘｰﾝ水素」
を年20万㌧規模で生産する。将来は年50万㌧に増産し、日本への輸出も視野に入れる。豪
州ではｸﾞﾘｰﾝ水素を日本より低ｺｽﾄで製造できる。日豪間で水素の供給網が整備されつつあ
り、日本企業の現地生産が広がる可能性もある。
⦿豪州での主なｸﾞﾘｰﾝ水素計画
❶住友商事＝30年に年20万㌧、その後年50万㌧に増産
❷岩谷産業・川崎重工他＝26年開始、31年には800㌧/1日
❸英BPなど＝香港系ICEと将来年160万㌧検討
❹香港系ICE等＝年350万㌧生産、27年投資判断

＊半導体ﾒﾓﾘｰ　回復遠く…ｽﾏﾎ後牽引役不在
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｼｪｱ4割ｻﾑｽﾝ、部門赤字
半導体ﾒﾓﾘｰの市況悪化が続いている。世界ｼｪｱの39%を握るｻﾑｽﾝ電子の半導体部門も14
年ぶりに営業赤字となった。かってはｽﾏﾎやﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰの需要増が市況回復に導いたが、今
回はけん引役が見当たらない。
主要なﾒﾓﾘｰ企業はいずれも赤字に陥っており、何度も繰り返されてきた「不況期の再編」につ
ながる可能性もある。

＊企業が優先対処すべきﾘｽｸ…民間調査　ｻｰﾋﾞｽなど危機感
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　首位は「人手不足」
⦿国内における対処が必要なﾘｽｸ（注：ｶｯｺ内は前回順位）
　❶（2）人材流出、人手不足　❷（5）原材料・原油価格の高騰❸（1）
　異常気象・大規模自然災害　❹（6）ｻｲﾊﾞｰ攻撃等による大規模ｼｽﾃﾑ
　ﾀﾞｳﾝ　❺（3）ｻｲﾊﾞｰ攻撃等による情報漏洩　❻（12）事業に影響する
　ﾃｸﾉﾛｼﾞｰの変革　❼（11）ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの寸断　➑（7）製品等の品質ﾁｪｯｸ
　体制の不備　❾（10）過労死など労務問題の発生　➓（7）価格競争
　➓（27）中国・ﾛｼｱなど政治情勢
　　　　　　　　　　　　　　　　　（出所）ﾃﾞﾛｲﾄﾄｰﾏﾂｸﾞﾙｰﾌﾟ
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2023/4/11 経済

2023/4/12 経済

2023/4/11 経済

2023/4/13 経済

2023/4/14 経済 ＊「世界市場、7月以降回復」…ｻﾑｽﾝ・ｽﾏﾎ部門ﾄｯﾌﾟ
韓国ｻﾑｽﾝ電子のｽﾏﾎ部門のﾄｯﾌﾟを務める盧泰文（ﾉ・ﾃﾑﾝ）氏は13日、日経新聞取材に応じ
た。同氏は「ｽﾏﾎの世界市場は2023年7月以降から徐々に回復向かう」と述べた。「原材料高
や為替の変動、世界の景気悪化等を受けた厳しい状況が続いている」と世界景気の先行きに
慎重な見方を示した。一方、「ｽﾏﾎは消費者が情報に接するために毎日使う製品で高機能の
高負荷価値品の需要は堅調だ」とﾊｲｴﾝﾄﾞ製品を中心に復調するとの見通しだ。
・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな消費者の需要が大きい分野としてｶﾒﾗ、ｹﾞｰﾑ、ﾊﾞｯﾃﾘｰ性能を挙げた。これまでは
ｽﾏﾎの機能向上などﾊｰﾄﾞ中心だったが、それらを最適に動作させるAIや『5G』などのｿﾌﾄが重
要になる」と述べた。

＊米半導体、ﾛｼｱに流入…侵攻後、1000億円規模（3/4が中国から）
米国ﾒｰｶｰの半導体が米制裁を回避してﾛｼｱに流れている。ﾛｼｱのｳｸﾗｲﾅ侵攻以降の輸入
ﾃﾞｰﾀを日本経済新聞が分析したところ、ｲﾝﾃﾙ等米社名が記された半導体の高額取引が2300
件あり、少なくとも7.4億㌦（約1000億円）分が流入していた。輸出先の4分の3は香港を含む中
国だった。半導体の輸出規制はﾛｼｱの武器製造に歯止めをかける重要施策で、抜け穴をふさ
ぐ追加の手だてが必要だ。
⦿ﾛｼｱは中国経由で米半導体を輸入（ｳｸﾗｲﾅ侵攻後22年2～12月）
　①中国本土（26%）610件　②香港（49%）1164件　③ﾄﾙｺ（6%）148件
　④ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ（4%）150件　⑤ｱﾗﾌﾞ首長国連邦（4%）148件　その他200件
　　　　注：10万㌦以上/1回、の取引ｼｪｱ。出所：印ｲｸｽﾎﾟｰﾄﾞｼﾞｰﾆｱｽ

＊中国生成AI続々…統制下、独自の発展目指す（ｱﾘﾊﾞﾊﾞやｾﾝｽﾀｲﾑ）
中国ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団傘下のｱﾘﾊﾞﾊﾞｸﾗｳﾄﾞが11日、精緻な文章などを作る生成人工知能（AI）「通義
千問」を開発した。画像認識ｼｽﾃﾑの中国大手（ｾﾝｽﾀｲﾑ）も同様のｻｰﾋﾞｽに参入した。ｱﾘﾊﾞﾊﾞ
は先端AIの実用化を通じて、次の成長の柱と位置づけるｸﾗｳﾄﾞの需要開拓を目指す。
・ｱﾘﾊﾞﾊﾞの通義専問は中国語と英語に対応し、文章の創作、人との対話ができる。ﾈｯﾄ通販で
お薦めの商品やｻｰﾋﾞｽを提案したり、ﾋﾞｼﾞﾈｽの場面では招待状の作成、ｵﾝﾗｲﾝ会議の議事
録のまとめも可能。
・ｾﾝｽﾀｲﾑの新ｻｰﾋﾞｽでは文章やﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、映像や写真を自動生成する。中国の特許関連の
法律についての質疑応答を実演した。交流ｻｲﾄと同様に中国独自の発達を遂げる可能性が
高い。

＊ﾍﾞﾄﾅﾑ経済　急減速…連続利下げ
ﾍﾞﾄﾅﾑ経済が急減速。強みの電子機器輸出が振るわず、不動産市況の低迷が鉄鋼業など幅
広い産業に波及。1～3月期の国内総生産（GDP）が市場予想を大きく下回り、政府・中央銀行
は連続利下げで景気の下支えに躍起だ。政府が掲げるGDPの年6.5%成長は難しいとの見方
だ。
・1～3月期は前年同期比3.32%、2022年の10～12月期（5.92%）から減速。背景には不動産市
況を巡るﾍﾞﾄﾅﾑの特有事情がある。22年に社債発行を巡る不正が発覚し、当局が規制を強め
た。資金調達難に高金利下の販売減が重なり、大手ﾉﾊﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは資産売却や増資に奔走。
・ﾕﾅｲﾃｯﾄﾞ・ｵｰﾊﾞｰｼｰｽﾞ銀行は23年のﾍﾞﾄﾅﾑの成長予想を6.0%とした。

＊中国の安全運転　安全向上で一歩…まずはﾊﾞｽで実用化狙う
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　新興の中智行、ｾﾝｻｰ新技術
中国の自動運転で安全性向上やｺｽﾄ削減を意識した技術が広がってきた。注目はｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ
の中智行科技（ｵｰﾙﾗｲﾄﾞ・AI）は、ｾﾝｻｰやｶﾒﾗ等一部機能を車両外のｼｽﾃﾑに任せ、他社より
安全性を高めた技術を開発した。特定条件下で無人で走れる「ﾚﾍﾞﾙ4」は米中の情報技術大
手などが開発競争を繰り広げるが、実用化は難航し早期普及に暗雲がかかる。車両ｺｽﾄ削減
などを重視し壁に挑む。
・道路の支柱にｾﾝｻｰ・ｶﾒﾗを設置・・中智行は道路に設置したﾚｰﾀﾞｰとｶﾒﾗで集めたﾃﾞｰﾀをｲﾝ
ﾀｰﾈｯﾄ上のｸﾗｳﾄﾞｻｰﾋﾞｽで吸い上げ、AIで分析する「ｸﾗｳﾄﾞAI」で車両をｺﾝﾄﾛｰﾙする。現在主
流の自動運転技術に比べ、右左折時などの死角が生じづらくより安全性が高いとされる。
・まずはﾊﾞｽなどの固定路線で実用化をめざす。

＊ｱﾗﾑｺの石化　東ｱｼﾞｱに軸足…中韓に1.4兆円超を投資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　巨大市場へ供給先確保
ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱの国営石油会社ｻｳｼﾞｱﾗﾑｺが、石油化学事業の強化に東ｱｼﾞｱ市場を重視する姿
勢を鮮明にしている。韓国で大型石化ﾌﾟﾗﾝﾄの新設に着手したほか、中国では民営化で燃料
としての原油は長期的に需要減が見込まれるなか、化学製品の原料としての供給先をｱｼﾞｱ
に確保する狙いだ。
・日系との合弁には逆風・・ｱﾗﾑｺがｱｼﾞｱの石化事業に注力。一方、日系企業が以前から取り
組んできたｻｳｼﾞの合弁事業に逆風が吹く。住友化学がｱﾗﾑｺと合弁で手掛ける「ﾍﾟﾄﾛ・ﾗｰﾋﾞｸ」
は足元で赤字に転落。09年に第1期工事が完工したが、安定操業に課題があり、ｺｽﾄ競争力
を思うように出せていない



2023/4/14 経済

2023/4/14 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ含）
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2023/4/15 経済

2023/4/15 経済

＊ｲﾝﾄﾞ新車販売28%増…昨年度485万台　日本市場上回る
ｲﾝﾄﾞ自動車工業会（SIAM）が13日発表した2022年度の国内新車販売台数は、21年度比28%
増の485.2万台。半導体不足の緩和などにより2年連続のﾌﾟﾗｽになった。22年度の暦年（1月
～12月）に続き、年度ﾍﾞｰｽで日本を上回った。ｲﾝﾄﾞは中間層の拡大が続く成長市場だ。
・乗用車は389.1万台で過去最高だった。ﾒｰｶｰ別でﾏﾙﾁ・ｽｽﾞｷが21%増の160.6万台で首位、
市場ｼｪｱは43%から41%に低下した。韓国・現代は18%増の56.7万台。EVで先行するﾀﾀ自動車
は46%増54.4万台だった。商用車は96.2万台、34%増。首位のﾀﾀは21% 増。ﾏﾋﾝﾄﾞﾗ＆ﾏﾋﾝﾄﾞﾗも
40%増。

＊中国輸入不振7%減…車やﾊﾟｿｺﾝ、内需弱く（1～3月）
中国の輸入減少が続いている。1～3月の㌦建て輸入額は前年同期比7%減少し、2四半期連
続でﾏｲﾅｽとなった。自動車等最終消費財や関連部材の調達が伸び悩んだ。
・3月の輸入状況を主要品目別にみると、自動車は15%、ﾊﾟｿｺﾝ等は25%減った。部材の調達需
要も鈍く、自動車部品と液晶ﾊﾟﾈﾙの減少率は21%、37%だった。輸入の減少は内需回復にﾊﾞﾗ
ﾂｷがみられ、全体が緩やかな持ち直しにとどまっている。調達量が2桁の伸びが増えた原油
や鉄鉱石と対照的だ。

＊中国新車販売9.7%増…3月　EVやPHV牽引
中国汽車工業協会が発表した3月の新車販売台数は前年同月比9.7%増の245.1万台だった。
乗用車が8.2%増、201.7万台。商用車が17.4%増で43.4万台。EVやPHVなどの新ｴﾈﾙｷﾞｰ車が
34.2%増、65.3万台で全体を牽引。EVは23.8%増の49万台。PHVは84.3%増の16.3万台。輸出も
2.1倍の36.4万台。ｺﾛﾅ禍の影響の反動増という要因が大きい。
・ﾒｰｶｰ別ではBYD（比亜迪）が約2倍と好調だった。ﾄﾖﾀ18.5%減、ﾎﾝﾀﾞ18.8%減、日産25.3%減
だった。

＊台湾IT総崩れ　2割減収…半導体・PC不況鮮明
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  TSMCや鴻海、ｺﾛﾅ特需の反動
世界のIT景気を占う台湾企業の業績が過去最大の落ち込みを見せている。最近3月の主要
関連19社の売上高は前年比で約2割の大幅減収となった。半動体大手のＴＳＭＣが約4年ぶり
の減収、「iPhone」生産の主力を担う鴻海（ﾎﾝﾊｲ）も21%の減収になるなど、総崩れの状態だ。
⦿台湾主要ＩＴ各社の3月の売上高増減率
❶ﾎﾝﾊｲ（iPhone生産)▴21.1%❷TSMC（半導体生産）▴15.4❸ﾍﾟｶﾞﾄﾛﾝ（iPhone生産）▴12.4❹ｸｱﾝ
ﾀ（ﾊﾟｿｺﾝ受託）▴15.9❺ｺﾝﾊﾟﾙ（同左）▴22.4❻ｴｲｽｰｽ（ﾊﾟｿｺﾝ）▴10.5❼ﾒﾃﾞｨｱﾃｯｸ（半導体設計）▴
27.4➑AUO（液晶ﾊﾟﾈﾙ）▴31.6❾UMC（半導体生産）▴20.1➓南亜科技（DRAM）▴68.1

＊①世界景気　4つの逆風…今年「成長2%割れも」
　　ｲﾝﾌﾚ・金融不安・投資停滞・途上国債務➤G20閉幕、結束示せず
世界景気の不確実性が高まっている。ｲﾝﾌﾚと金融不安による信用収縮が実体経済の下押し
圧力となり、途上国の過剰債務問題も火種としてくすぶる。国際通貨基金（IMF）は2023年の
世界成長率の2%割れも視野に入れる。景気後退懸念を前に、20ヵ国・地域（G20）財務相・中
央銀行総裁会議は結束を示せずに閉幕した。
⦿G20での各国政府・中銀要人の主な発言
・ｽﾘﾗﾝｶの債務再編問題➤❶留意するのは低所得国が特に脆弱なこと（IMFｹﾞｵﾙｷﾞｴﾊﾞ専務
理事）❷中国は債務再編の進展に必要な存在（独ﾘﾝトナー財務相）❸再権、債務のﾃﾞｰﾀを透
明化して協議し、決定（鈴木財務相）❹ｽﾘﾗﾝｶの経済成長・財政安定を支持（中国人民銀行
国際局の金中夏局長）

＊②
・金融不安の対応➤❶ﾊﾞｰｾﾙ3の規制が完璧に履行されていない（植田日銀総裁）❷ﾊﾞｰｾﾙ3
が最善防御策なのに後れを取っている（独連銀ﾖｱﾋﾑ・ﾅｰｹﾞﾙ総裁）❸利上げ進む中で銀行が
問題を抱えるのは驚くことではない（独ﾘﾝﾄﾅｰ財務相）
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2023/4/18 経済

2023/4/18 東南ｱｼﾞｱ

＊ﾗｵｽ、脱・水力依存へ備え…風力発電で電源安定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　三菱商事が建設、国外送電へ
東南ｱｼﾞｱの小国ﾗｵｽが風力発電に本格的に取り込む。三菱商事と東南ｱｼﾞｱ最大級となる発
電施設の建設を始めたほか、ﾍﾞﾄﾅﾑ企業と施設開発の検討に入った。水資源に恵まれたﾗｵｽ
は水力発電が盛んで発電した電力を周辺国に輸出している。近年は水の枯渇やﾀﾞﾑの決壊
事故で過度な水力依存の危うさが露呈しており、再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ発電源の多角化を進め
て、電力供給につなげる。
・ﾗｵｽは足元では原油などの資源高騰や通貨安を背景に国民は深刻な物価高に直面してい
る。再ｴﾈの追い風が吹く中、近隣諸国との安定的な電力ﾋﾞｼﾞﾈｽを通じて稼いだ外貨を国内経
済の活性化にどう落とし込めるかが成長のｶｷﾞとなる。

＊①台湾有事、語られぬ結末
⦿侵攻ﾘｽｸ巡るﾜｼﾝﾄﾝの2説
　❶早期侵攻説➤2027年迄に侵攻「根拠：中国軍の能力向上」
　❷早期侵攻説への反対論➤中国が同年までに侵攻すると決めつける
　　　のは誤り「根拠：習国家主席が判断を下した形跡が乏しい」
⦿中国による台湾侵攻は長い戦時・准戦時の始まりになる
　ﾌｪｰｽﾞ１『中国が台湾に侵攻したら』➤日米の様々な机上演習によれば
　　　　　　、中国と日米が衝突した場合、いずれも甚大な軍事的被害と
　　　　　　多くの死傷者が発生

＊②
　ﾌｪｰｽﾞ2の１『中国が台湾占領に失敗』➤・中国共産党は台湾統一を
　　　諦めず。軍事力を回復すれば再び侵攻計画も。・知れまでの間、
　　　ｻｲﾊﾞｰ攻撃やﾃﾛ、暗殺などで台湾を攪乱。・中国軍の大敗なら、
　　　国内で批判や反発。共産党統治に揺らぎも
　ﾌｪｰｽﾞ2の2『中国が台湾を占領』➤・台湾は中国の軍事拠点に。
　　　・中国は台湾周辺の日本の南西諸島やﾌｨﾘﾋﾟﾝに軍事勢力圏の
　　　拡大を狙う。・米国の外交、軍事的な影響力が下がり、ｱｼﾞｱで中国
　　　秩序が広がる展開も
　ﾌｪｰｽﾞ１，2とも長年、高い緊張状態が続く恐れ

＊EV電池「本命」米に強み…脱ﾘﾁｳﾑ　特許力分析
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「将来性」ﾌｯ加物はﾄﾖﾀ
高価なﾘﾁｳﾑを使わない新型電池を巡る競争が本格化する。企業・機関別に特許の競争力を
分析したところ、本命のﾅﾄﾘｳﾑｲｵﾝ電池で米振興のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｸﾞﾗﾌｪﾝｸﾞﾙｰﾌﾟが首位だった。将
来性があるﾌｯ化物ｲｵﾝ電池ではﾄﾖﾀ自動車が強みを持つ。中国は量、日米は質で先行してお
り、世界市場での主導権争いに向けて、今後の戦略が重要になる。

＊東南ｱで部品供給網拡大…中韓EV生産で需要増
　　　　　ｸﾗﾚ・村田製作所、ﾀｲに新工場「EVで　日本車優位に変化」
東南ｱでEVのｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ構築が動き出した。ﾀｲでｸﾗﾚなど日系企業が部品・部材の新工場を
設け、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱでは中韓勢が車載電池への投資を計画する。供給先となる完成車の生産は
中韓ﾒｰｶｰが先行しており、日本車の存在感は薄い。
⦿ｱｼﾞｱ企業のEV関連投資が相次ぐ
・ﾀｲ➤・BYD（中）「24年に完成車工場」・長城汽車（中）「24年にEVを現地生産」・村田製作所
「積層ｾﾗﾐｯｸｺﾝﾃﾞﾝｻｰ新工場」・ｸﾗﾚ「高性能樹脂の新工場稼働」
・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ➤・現代自（韓）「22年からEV現地生産」・上汽通用五菱汽車（中）「22年からEV生産
開始」・CATL（中）「車載電池工場建設」・LGｴﾈ（韓）「現代自と車載電池工場建設へ」
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2023/4/19 経済

2023/4/19 東南ｱｼﾞｱ

2023/4/19 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ含）

2023/4/19 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ含）

2023/4/19 経済

＊中国、1～3月4.5%成長…ｾﾞﾛｺﾛﾅ終了　ｻｰﾋﾞｽ業は復調
中国経済が持ち直している。国家統計局が18日発表した1～3月のGDPは前年同期比4.5%増
と、1年ぶりの高い伸びとなった。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽを抑え込む「」ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策が終わり、旅行や
外食等ｻｰﾋﾞｽ消費が増えた。対照的に耐久財などﾓﾉの消費は振るわなかった。景気の持続
的回復は雇用の改善がｶｷﾞを握る

＊②
・中印間では複数の地域で国境線を巡る紛争が勃発・・長年の火種となっている。20年の北
部のﾗﾀﾞｯｸ地方で両軍が衝突し、20人以上が死亡。22年末にはｱﾙﾅﾁｬﾙﾌﾟﾗﾃﾞｼｭでも衝突が
あった。
・中国の開発計画の意図・・暫定的な国境線沿いに近代的な設備を備えた600超のﾓﾃﾞﾙ村落
を建設。両国の投資計画には係争地の人口を増やし相手側の主張や反論を退ける狙いがあ
る。
・ｼｬｰ氏の訪問に対し、中国外務省の汪文斌副報道局は「印政府高官の行動は中国の領土
主権を侵害しており、国境地域の平和と平静に繋がらない。断固として反対する」と述べた。ｲ
ﾝﾄﾞ側は発言を否定した。
・中国の投資は軍事的・・ｲﾝﾄﾞのｼﾝｸﾀﾝｸのﾊﾟﾝﾄ氏はｲﾝﾄﾞの投資計画が物流促進や設備の増
強に主眼をおいているのに対し「中国側のｱﾌﾟﾛｰﾁはより軍事的な色彩が強い」と危機感を示
す。「国境沿いの村落をｲﾝﾄﾞの発展構想の一部とすれば、当該地域にある種のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞを
作り出し、より積極的に中国に対処できる」と指摘。

＊東南ｱｼﾞｱ　進む通信再編…ｲﾝﾌﾗ整備資金確保
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　寡占、ｻｰﾋﾞｽ低下に懸念
東南ｱｼﾞｱで通信大手の合従連衡が進んでいる。「5G」に多額の投資が必要で、単独で割ける
経営資源に限界があるためだ。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ下で加速した経済のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化に対応した環境
整備を急ぎ、業界の主導権を狙う。寡占化でｻｰﾋﾞｽが低下することへの懸念は根強く、消費
者への丁寧な説明が欠かせない。
・中国勢、高まる存在感「ｺｽﾄに強味　設備や機器の供給元」・・中国勢が存在感を高めてい
る。ﾀｲではｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ・ｲﾝﾌｫ・ｻｰﾋﾞｽがZTEと開発拠点を設置。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱも5Gなどの人材育成で
ﾌｧｰｳｪｲと連携。ﾏﾚｰｼｱも中国排除とは一線を画する。米中とのﾊﾞﾗﾝｽをとるという。

＊①中印、国境で開発合戦…領土を巡る新たな火種に
　　　　　　　　　　中国➤村落600超建設、印➤ｲﾝﾌﾗ投資
ｲﾝﾄﾞ政府は中国との国境沿いで生活ｲﾝﾌﾗなどの投資計画をする。都市部への人口流出を防
止し、国境での対立する中国をけん制する狙い。中国側も国境付近でﾓﾃﾞﾙ村落の整備を進
める。
・国境沿いの土地・・中国と印の暫定的な国境線から南に15㎞。ﾓﾃﾞｨ首相の側近、ｱﾐｯﾄ・ｼｬｰ
内相は北東部のｱﾙﾅﾁｬﾙﾌﾟﾗﾃﾞｨｼｭ州へ行き、480億ﾙﾋﾞｰ（約790億円）規模の投資を表明し
た。「誰も我々の土地に1㌅たりとも侵入することはできない」と強調。計画は2967の村を対
象、事業は道路や上水道、太陽光や風力を活用した24時間の電力供給網、ﾓﾊﾞｲﾙﾈｯﾄﾜｰｸな
ど多岐にわたる。狙いは都市部への人口流出阻止。

＊深圳の農民工「仕事ない」…中国製造業、需要不足が雇用に影
1～3月のGDPは前年同月比4.5%増えた。「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」が終わり、外食等ｻｰﾋﾞｽ消費が復調した
が、自動車・家電の生産・販売はさえず、輸出も先行き不安が残る。「ｾﾞﾛｺﾛﾅ政策の終了で出
稼ぎ労働者が一気に戻ってきたが、彼らを雇うほど工場の生産活動は回復せず」。3月末の
出稼ぎ労働者の数は22年3月末を2.3%増、新型ｺﾛﾅ前の19年3月末を3.1%増だった。雇用の改
善の遅れは、生産回復が勢いに欠けるためだ。1～3月の工業生産は前年同期比3.0%増と22
年（3.6%）の伸びを下回る。
・輸出も先行き不安だ。天津港の専用ｸﾚｰﾝの約6割が停止状態だ。「海外からの受注量は1
年前の半分もない」（貿易会社鄭社長）

＊G7「力の支配」に危機感…結束演出、仏もﾏｸﾛﾝ氏発言釈明
　　　　　　　外相会合、中ロに対抗「新興国取り込み急ぐ」
主要7ヵ国（G7）外相会合は18日閉幕し、中国やﾛｼｱが志向する「力による支配」への危機感
を背景に結束を演出した。国際社会で軍事・経済力が陰るG7が「法の支配」に基づく国際秩
序を立て直すには新興・途上国を引き込む具体策が課題になる。
⦿共同声明や林外相会見の概要
▼G7の結束＝・法の支配に基づく国際秩序堅持　▼対中国・ｲﾝﾄﾞ太平洋＝・中国に懸念を直
接表明　・台湾海峡の平和と安定の重要性を確認・G7でｲﾝﾄﾞ太平洋を定例協議　▼ｳｸﾗｲﾅ侵
攻＝・ﾛｼｱは即時･無条件に撤退を　・ｳｸﾗｲﾅ支援、対ﾛ制裁強化　▼核軍縮・不拡散＝・核軍
縮への「ﾋﾛｼﾏ・ｱｸｼｮﾝ・ﾌﾟﾗﾝ」歓迎　・中国は核兵器政策を透明に



2023/4/20 経済

2023/4/20 経済

2023/4/20 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ含）

2023/4/20 経済

2023/4/20 経済

＊①G7「AIに利用指針を」…ﾃﾞｼﾞﾀﾙ相会合で提唱へ
　　　　　　　　　　　　　　　　　個人情報や著作権に配慮
主要7ヵ国（G7）は29～30日に群馬県高崎市で開くﾃﾞｼﾞﾀﾙ・技術相会合で、AIの安全性に関す
る指針づくりを提唱する。個人情報の流出や著作権侵害などのﾘｽｸを減らし、安心して利用で
きる環境をめざす。G7主導でAIに関する国際ﾙｰﾙの整備を進める。
・G7ﾃﾞｼﾞﾀﾙ相会議は5月開催のG7首脳会議に合せた関連協議のひとつ

＊ｱｯﾌﾟﾙ、ｲﾝﾄﾞ市場開拓…現地で年2000万台生産も
　　　　　　　　　　　　　　　ｽﾏﾎｼｪｱ4%から攻勢「月内、直営2店開業」
米ｱｯﾌﾟﾙがｲﾝﾄﾞ市場の開拓に注力している。このほど同国初の直営店を開き、ﾃｨﾑ･ｸｯｸCEO
は相次ぎ現地財閥ﾄｯﾌﾟと会談した。現地での2024年までにiPhoneを年産2000万台にするとの
試算もある。製造、販売面ともに体制を強化して「最後のﾌﾛﾝﾃｨｱ」であるｲﾝﾄﾞを開拓する。
⦿4ヵ国の人口とｽﾏﾎ普及率
　・中国「人口14.3億人」ｽﾏﾎ普及率68.4%　・ｲﾝﾄﾞ「14.2億人」46.5%
　・米国「3.3億人」81.6%　・日本「1.2億人」78.6%

＊中国不動産GDP1.3%増…1～3月、1年9ヵ月ぶりﾌﾟﾗｽ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住宅販売底打ち　全12業種伸びる
中国国家統計局は19日、2023年1～3月の業種別国内総生産（GDP）を公表した。政府の支
援策などで販売が底打ちしつつある不動産業が1年9ヵ月ぶりに前年同期比で1.3%増えた。
「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」の終了で宿泊・飲食業や交通運輸業なども増加に転じ、全12業種がﾌﾟﾗｽ成長と
なった。
・22年10～12月まで6四半期連続でﾏｲﾅｽ。1～3月期も新規の開発投資は落ち込んだが、新
築住宅の販売面積が増加に転じた。宿泊費・飲食業は13.6%、交通運輸・倉庫・郵便業は4.8%
それぞれ伸びﾌﾟﾗｽとなった。
・製造業は2.8%増。自動車などの耐久消費財の国内販売がさえず、米欧向け輸出も伸び悩ん
だ影響が出た。

＊大阪IR　7つの課題…審査委、住民対応など指摘
                                 府・市、協定案で「解答」へ
政府が大阪府・大阪市のｶｼﾞﾉを含む統合型ﾘｿﾞｰﾄ（IR）の区域整備計画を認定した。国土交通
省の審議委員会は14日公開した審査結果報告書で1000点満点中657.9点という合格点を付
けたが、反対の意向を示す住民への対応や地盤沈下対策など、開業に向けて7つの条件を
課した。
⦿大阪IR　主な審査項目の得点と政府の指摘（【】内は政府の指摘）
❶建築物のﾃﾞｻﾞｲﾝ（19.7/30）【「日本らしさ」審査委の意見を適切に反映】
❷地域経済への効果（37.1/50）【効果の推計に用いるﾃﾞｰﾀを精緻化】
❸ｶｼﾞﾉ事業の収益の活用（30/50）【ｶｼﾞﾉ事業の収益を非ｶｼﾞﾉ事業へ】
❹防水・減災対策等（33.7/50）【想定以上の地盤沈下した場合の対応】
❺地域と良好関係への取組み（27.1/50）【十分な対話の場の設定】
❻依存症対策（90/150）【実効性のある依存防止対策を定期的に検証】
❼魅力増進施設（35/50）【施設のｺﾝﾃﾝﾂに「日本らしさ」を 】
・IR施設規模(8.6/10)・MISE施設規模（15.7/20）・宿施設規模（14.9/20）

＊②
　AI➤・ﾁｬｯﾄGPT等生成AIの潜在的なﾘｽｸの分析・研究を加速。・AIを
　　　　安全に使うためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの作成を提晶。・各国で共通する安全
　　　　性などの評価基準を検討。
　ﾃﾞｰﾀ流通➤・民主主義的な価値観を供給する国同士でのﾃﾞｰﾀ流通の
　　　　円滑化。・ﾃﾞｰﾀを暗号化したまま分析する技術を実証実験する
　　　　国際組織の設置
　ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ➤・偽情報対策等信頼できるﾈｯﾄ環境を維持するための計画
　　　　策定。・政府によるﾈｯﾄ接続の遮断・制限への対処で協力



2023/4/21 経済

2023/4/21 経済

2023/4/22 経済

2023/4/23 企業S

2023/4/24 経済

2023/4/25 経済

＊半導体総崩れ、先端品も…TSMC今期減収へ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特需消滅　設備投資も急失速
世界で半導体需要が急減し、各社は総崩れの様相だ。業界最大手の台湾積体電路製造
（TSMC）は20日、2023年1～3月期の純利益が前年同期比で2%増に留まったと発表。通期は
減収となる見込み。韓国ｻﾑｽﾝ電子も大幅に利益を落としている。半導体は景気の先行指標
とされ、足元の需要は今後半年間の景気を映す。世界経済の先行きにも不安材料を与える
結果となった。
・韓国ｻﾑｽﾝ電子は1～3月期の全社営業利益が96%減。米最大手のｲﾝﾃﾙや韓国大手のSKﾊ
ｲﾆｯｸｽも22年10～12月期に最終赤字に転落し、1～3月期はさらに悪化した可能性もある。

＊韓国電力の再建、政権が翻弄…値上げ、大統領が「却下」
韓国電力が電気料金改定を巡って政権に翻弄されている。燃料高を受けて韓電と産業通商
資源省は値上げを要請したが、国民の負担増を懸念する尹錫悦（ﾕﾝ・ｿﾝﾆｮﾙ）大統領の鶴の
一声で4月の料金改定は見送られた。韓国企業として過去最大となる3兆円超の営業赤字を
計上した韓電の経営再建には暗雲が垂れこめている。
・「庶民の負担が最小化されるように料金引き上げ幅と速度を調整すべきだ」と尹大統領の
声。
・「前政権の脱原発政策を直ちに白紙化し『原発強国』をつくる」と訴え、原発新設の工事再
開、既存10基の稼働期間の延長方針も打ち出した。

＊中国半導体、供給網へ1兆円・・・官民一体で米に対抗
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　製造装置や素材、生産設備増強
中国が半導体の製造装置や材料などｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの整備を加速する。米国が半導体分野の
対中規制を強化する中、中国の製造装置の売上高は5年前の6倍に増え、半導体大手の国
産採用率は約3割に達したとされる。製造装置や材料の大手は政府の支援を得て合計で1兆
円規模の投資に動いており、官民一帯で対抗する。

＊住商、昆虫由来飼料に参入…養殖魚向け　年内販売
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　脱炭素、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ社と組む
住友商事は2023年内に国内で昆虫由来の飼料の販売を始める。このほど、出資するｼﾝｶﾞ
ﾎﾟｰﾙのｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟから日本での独占販売権を取得した。大手商社による本格的な国内販売
は初めてで、30年までに3万㌧の輸入販売を目指す。脱炭素につながるﾀﾝﾊﾟｸ源として世界的
な注目を集める昆虫の活用が広がってきた。
⦿昆虫飼料を巡る国内の主な取り組み
　・住友商事➤ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙのﾆｭｰﾄﾘｼｮﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ（NT）はｱﾒﾘｶﾐｽﾞｱﾌﾞ
　　　　BSF）という昆虫の幼虫を利用。まずは魚の養殖飼料で販売。
　・丸紅➤仏ｲﾝｾｸﾄと共同で養殖魚向け飼料を研究開発
　・ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟのBooon➤小型の昆虫育成装置の設計・試作に着手
　・愛媛大学など➤昆虫飼料でﾏﾀﾞｲを養殖し、23年に初出荷

＊穀物、中国に集中「農相会合閉幕」…G7、食料安保強化で一致
G7の農相会合は23日に閉幕し、途上国支援を通じて食料安全保障の強化を進める。主要な
穀物の在庫は5割超が中国に、露は小麦の輸出で2割を占める。中国と露が食料供給で途上
国への関与を強めれば、G7の影響力が下がるとの懸念がある。
⦿採択した閣僚生命のﾎﾟｲﾝﾄ
　・戦争が食料安保に与えている破壊的な影響を懸念　・ｳｸﾗｲﾅ農家に
　資金提供や新技術導入の支援　・「飢餓ｾﾞﾛ」の目標から遠ざかる、
　政策対応が急務　・農業資源を有効活用し、「食料ｼｽﾃﾑ」を強化
　・食料の価格変動を招く輸出への不当な制限措置をとらない　など

＊中国掃除機「ﾙﾝﾊﾞ」超え…自動運転技術を強みに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾛﾎﾞ式、ｴｺﾊﾞｯｸｽ時価総額5倍
中国のﾛﾎﾞｯﾄ掃除機ﾒｰｶｰが世界で攻勢を強めている。中国最大手の科沃機器人（ｴｺﾊﾞｯｸｽ・
ﾛﾎﾞﾃｯｸｽ）の売上高は「ﾙﾝﾊﾞ」で知られる米ｱｲﾛﾎﾞｯﾄを上回り、株式時価総額は約440億元
（約8600億円）と同社の約5倍に膨らんだ。中国の先端技術と手ごろな価格を武器にｼｪｱを
奪っている。



2023/4/25 指導部

2023/4/25 指導部

2023/4/27 経済

2023/4/27 経済

2023/4/27 東南ｱｼﾞｱ

2024/4/27 社会

＊②
・中国ﾒﾃﾞｨｱの3月の報道によると、22年9月発売の往復書簡は約17万部を販売し、主要著作
の中国での累計販売は70万部を超えたという。
・「上野旋風」とも呼ばれるﾌﾞｰﾑはなぜ起きたのか。中国では男女の役割分担について封建
的ともいえる考え方が色濃く残る。学生時代は男女の差別は感じないが、就職活動で女性は
男性に比べ門戸が狭いという。国務院（政府）が直接管轄する約100社の国有大手に女性の
経営者はいない。
・習指導部は言論の統制を強化しており、ｼﾞｪﾝﾀﾞｰを含め社会問題を扱うことは難しくなってい
る。上野旋風は中国社会の閉塞感の裏返しとの見方も出ている。

＊①女性に門戸狭く　閉塞感…中国で上野千鶴子ﾌﾞｰﾑ
中国で社会学者の上野千鶴子氏のﾌﾞｰﾑが起きている。その著作は1～2月に共著を含めて
約20万部を販売。社会、文化情報を扱う人気ｱﾌﾟﾘ「豆辨」の22年「ﾌﾞｯｸｵﾌﾞｻﾞｲﾔｰ」の1位には
中国人作家を抑えて上野氏らの共著「往復書簡　限界から始まる」が選ばれた。
・中国で上野氏に注目が集まるきっかけとなったのは、19年の東京大学入学式での祝辞だ。
「大学でも性差別があり、頑張っても公正に扱われない社会があなたたちを待っている」。

＊②
・中国の駐在員が不安視・・通常業務に関連した活動でも「違法」に問われる可能性があり、
「何に気をつければ良いのか」と困惑の声が相次ぐ。中国が安全保障上重視するﾊｲﾃｸ分野
の新規取引を慎重にするよう駐在員に指示した企業もある。
・神田外国語大学の興梠一郎教授・・「外国人の拘束はまた起こる。ﾊﾟｿｺﾝやｽﾏﾎの携行は最
小限にし、中国の政治の話は絶対にしないことを徹底させるしかない」と指摘する。
・本国との通信が日常的に監視されることもあり得る。

＊①対中ﾋﾞｼﾞﾈｽ警戒感…反ｽﾊﾟｲ法改正案　審議入り
　　　「何が違法か」駐在員困惑、「通報・協力、国民に義務付け」
⦿中国反ｽﾊﾟｲ法改正案のﾎﾟｲﾝﾄ
❶「国家の安全と利益」に関わる情報の提供や収集をｽﾊﾟｲ行為に❷重要
　ｲﾝﾌﾗのｻｰﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ情報も対象に❸反ｽﾊﾟｲ活動に貢献した人表彰
❹ｽﾊﾟｲ行為の発見時に通報義務付け❺物流業・通信業者に反ｽﾊﾟｲ活動
　への義務付け❻当局はｽﾊﾟｲ行為の疑いがある人の手荷物・電子機器
　の調査可能❼反ｽﾊﾟｲ違反の外国人は10年間入国禁止

＊ﾎﾝﾀﾞ、TSMCと協業…車載半導体で　EV部品　調達網整備
自動車大手でEVに対応し、供給網を再構築する動きが本格化してきた。ﾎﾝﾀﾞは26日、車載半
導体の調達で台湾積体電路製造（TSMC）と協業したと発表した。ﾎﾝﾀﾞの三部社長は「ﾓﾌﾞﾘﾃｲ
の電動化、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化の進む中で半導体の重要性が一層増している」と説明。
⦿ﾎﾝﾀﾞはEV供給網を巡る提携を広げる
『電池関連』・LGｴﾈﾙｷﾞｰｿﾙｰｼｮﾝ（韓）➤米で合弁工場新設　・GSﾕｱｻ➤電池開発等で協業。
『半導体』・TSMC（台）➤車載半導体の調達『駆動装置』・日立Astemo➤ｲｰｱｸｾﾙの調達。『電
池材料』・ﾎﾟｽｺ（韓）➤正・負極材等調達　・阪和興業➤ﾚｱﾒﾀﾙの調達

＊ﾍﾞﾄﾅﾑ　2%消費税減税へ…輸出停滞で景気減速
ﾍﾞﾄﾅﾑ政府が景気の下支えを急いでいる。財務省は日本の消費税にあたる付加価値税を現
状の10%から8%に引き下げる準備に入った。同国は電子機器などの輸出停滞で経済成長の
減速が鮮明になり、３月からほかの東南ｱｼﾞｱ諸国に先駆けて利下げに動いている。東南ｱｼﾞ
ｱ各国でも外需の弱さが経済成長の足かせとなりかねない。

＊中国車市場、主役は自国勢…外資主導に地殻変動
　　　　　　EV販売、BYD伸長/VW低調「合弁相手選別の動きも」
中国、上海で開催中の上海国際自動車ｼｮｰが２７日閉幕する。日米欧中の主要ﾒｰｶｰが競っ
て新型車やｺﾝｾﾌﾟﾄ車を披露する中、EV大手の比亜迪（BYD）が販売台数を伸ばす一方、中国
市場最大手のVWなどが販売台数を落とした。外資主導の市場に地殻変動が起きつつある。
⦿2022年の中国国内の乗用車販売（ｶｯｺ内は21年の順位）
❶（1）独VW339万台❷（2）上海汽車263❸（3）ﾄﾖﾀ204❹（13）BYD186
❺（6）長安汽車169❻（5）吉利167❼（4）ﾎﾝﾀﾞ140➑奇瑞汽車119
❾（7）米GM119➓（8）長城汽車106



2023/4/28 東南ｱｼﾞｱ

2023/4/28 経済

2023/4/29 経済

＊米韓、東ｱｼﾞｱ抑止力強化…米、半導体規制は譲らず
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ﾜｼﾝﾄﾝ宣言、北朝鮮脅威に対処
米韓は北朝鮮の核兵器技術の進展を見据え、拡大抑止を強化する。北朝鮮が戦術核で韓国
を公然と威嚇するようになり、韓国内に不安視する世論が広まっている。韓国でくすぶる核武
装の議論を抑えつつ、日本を含めた東ｱｼﾞｱ全体の抑止力を高める。
韓国世論に配慮・・韓国には核開発をやめない北朝鮮に対峙するため、自らも核武装する必
要があるという意見が根強い。世論調査会社ﾘｱﾙﾒｰﾀｰが20～21日に実施した調査で、韓国
が独自に核兵器を保有することに「賛成」が56.5%と過半に達した。

＊中国製紙最大手　ﾏﾚｰｼｱ開拓…東南ｱｼﾞｱ市場、王子製紙と競う
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ﾅｲﾝﾄﾞﾗｺﾞﾝｽﾞがﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙ用工場
製紙世界大手の中国企業、玖龍始業（ﾅｲﾝﾄﾞﾗｺﾞﾝｽﾞ・ﾍﾟｰﾊﾟｰ・HD）が、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍後の
景気回復で成長が続く東南ｱｼﾞｱの段ﾎﾞｰﾙ市場を開拓している。ﾏﾚｰｼｱで初の製紙工場が近
く稼働。日本最大手の王子ＨＤも工場増設で対抗する。一方、石炭や石油など原燃料価格の
高騰を受けて各社の業績は悪化している。成長市場を巡って体力勝負の様相。

＊台湾勢「世界の工場」離れ…鴻海、中国からﾍﾞﾄﾅﾑ・インドへ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　米中対立懸念　顧客の意くむ
米中対立や人件費の高騰などを受け、製造業による「脱中国依存」の動きが、ここにきて再び
加速してきた。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響でこの数年間は停滞していたが、中国に巨大な工場を
構える鴻海（ﾎﾝﾊｲ）精密工業など台湾勢を中心に、顧客の米国企業の要望を受け、足元で本
格再編の動きを見せる。新たな移転先はﾍﾞﾄﾅﾑやｲﾝﾄﾞ。「世界の工場」の役割を担った中国は
転換期を迎え、ﾓﾉづくりは西へと重心を移す。
⦿「中国集中」から生産の分散化が進む
　『ｽﾏﾎ』➤ｲﾝﾄﾞ・ﾍﾞﾄﾅﾑ、『ﾊﾟｿｺﾝ』➤ﾍﾞﾄﾅﾑ・ﾀｲ、『ﾌﾟﾘﾝﾄ基板』ﾀｲ
　『ｻｰﾊﾞｰ』➤台湾・ﾒｷｼｺ、『各種電子部品』ﾍﾞﾄﾅﾑ・ﾏﾚｰｼｱ等


